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(54) Title:

(54) 発 明 の 名 称 ：デー タ補 正 装 置 及 び デ 一 タ補 正 プ ログ ラム

(57) Abstract: [Problem] T o provide a data correction apparatus and a data
correction program, which make i t possible to highly accurately measure
shapes of workpieces without changing relative tilts of the workpieces and a
microscope objective lens. [Solution] This data correction apparatus has: a
storage unit, which stores information, i n which a tilt angle o f a region meas -
ured by means o f a shape measuring apparatus (10) using white light interfer
ence, and a correction value for correcting height data of the region are asso
ciated with each other; an acquiring unit, which acquires height data of a pre -
determined region, said height data having been obtained by measuring a
workpiece (W) by means o f the shape measuring apparatus (10); a calculat
ing unit, which calculates a tilt angle o f the predetermined region, the height
data o f which has been acquired by the acquiring unit; a determining unit,
which determines, using the information stored in the storage unit, a correc -
tion value that corresponds to the tilt angle calculated by means of the calcu
lating unit; and a correcting unit, which corrects the height data using the
correction value determined by means o f the determining unit, said height
data having been acquired by means o f the acquiring unit.

(57) 要 約 ： 【課 題 】 ワー ク と顕 微 鏡 対 物 レンズ との 相 対 的 な傾
き を変 化 させ る こ とな く、 ワー ク 形 状 を精 度 良 く測 定 す る こ
と を可 能 に す る デ ー タ補 正 装 置 及 び デ ー タ補 正 プ ログ ラム を
提 供 す る。

[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

【解決 手段 】本発 明のデー タ補 正装置 は、 白色 光干渉 を用 いた形状測定装置 1 0 によ り測定 され る領域
の傾斜 角度 と当該領域の高 さデー タを補 正す るための補正値 とを関連付 けた情報 を記憶 してい る記憶部
と、形状測定装置 1 0 に よ りワー クW を測定 して得 られ る所定領域の高 さデー タを取得す る取得部 と、
取得部 によ り高 さデー タが取得 され た所定領域 の傾斜 角度 を算 出す る算 出部 と、記憶部 に記憶 され て い
る情報 を用 いて、算 出部 に よ り算 出 され た傾斜 角度 に対応 す る補 正値 を決 定す る決定部 と、決 定部 に よ
リ決定 され た補 正値 を用 いて、取得部 に よ り取得 され た高 さデー タを補正す る補 正部 と、 を有す るデ一
タ補正装置 で ある。



明 細 書

発明の名称 ：データ補正装置及びデータ補正プログラム

技術分野

[0001 ] 本発明は、データ補正装置及びデータ補正プログラムに関する。

背景技術

[0002] デジタルカメラやレーザ一ビームプリンタ一の高性能化に伴い、これらに

内蔵された光学素子の形状を高精度に測定することが求められている。光学

素子を高精度に測定する形状測定装置として、白色光干渉を用いた形状測定

装置が知られている。白色光干渉を用いた形状測定装置は、白色光光源から

出射される白色光を顕微鏡対物レンズによりワーク表面に集光させて白色光

干渉縞を発生させ、白色光干渉縞をエリアセンサにより撮像 して、エリアセ

ンサの撮像領域に含まれる画素の高さデータを算出する。

[0003] ところで、形状測定装置の顕微鏡対物レンズは、ワーク表面が光軸に対 し

て垂直のとき、収差が最小となるよう設計されている。このため、ワークの

測定対象領域が傾斜面である場合、顕微鏡対物レンズの収差の影響が大きく

なり、測定精度の低下が招かれている。

[0004] この問題を解決するために、下記の特許文献 1 には、顕微鏡対物レンズを

回転可能な回転機構を有する形状測定装置が開示されている。このような構

成によれば、ワークの傾斜面に対 して光軸が垂直となるように顕微鏡対物レ

ンズが回転されるため、顕微鏡対物レンズの収差による誤差が抑制され、ヮ

- ク形状を精度良く測定することができる。

[0005] しかしながら、特許文献 1 に記載の形状測定装置は回転機構を有するため

、装置が大型化するという問題や、回転機構の回転誤差に起因する測定誤差

が発生するという問題がある。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 1 _ 1 6 5 6 2 9 号公報



発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0007] 本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであり、ワークと顕

微鏡対物 レンズとの相対的な傾きを変化させることなく、ワーク形状を精度

良く測定することを可能にするデータ補正装置及びデ一タ補正プログラムを

提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明の上記目的は、下記の手段により達成される。

[0009] ( ) 光学式の形状測定装置により測定されるワーク上の小領域の傾斜角

度と当該小領域の高さデータを補正するための補正値とを関連付けた情報を

記憶 している記憶部と、前記形状測定装置によりワークを測定 して得 られる

所定領域の高さデータを取得する取得部と、前記取得部により高さデータが

取得された前記所定領域の傾斜角度を算出する算出部と、前記記憶部に記憶

されている前記情報を用いて、前記算出部により算出された前記傾斜角度に

対応する補正値を決定する決定部と、前記決定部により決定された前記補正

値を用いて、前記取得部により取得された高さデータを補正する補正部と、

を有するデータ補正装置。

[001 0] ( 2 ) 前記情報は、関数である上記 （1 ) に記載のデータ補正装置。

[001 1] ( 3 ) 前記情報は、ルックアップテ一プルである上記 （1 ) に記載のデ一

タ補正装置。

[001 2] ( 4 ) 前記情報は、形状が既知である原器を測定 して得 られる上記 （1 )

~ ( 3 ) のいずれか 1 つに記載のデータ補正装置。

[001 3] ( 5 ) 前記原器は、球面原器である上記 （4 ) に記載のデータ補正装置。

[0014] ( 6 ) 前記形状測定装置にはエリアセンサが備えられ、前記所定領域は、

前記ェリァセンサの撮像領域の一部の領域であり、前記補正値は、前記撮像

領域内における前記所定領域の位置とさらに関連付けられ、前記情報は、前

記傾斜角度と前記位置と前記補正値とを関連付けた情報であり、前記決定部

は、前記情報を用いて、前記傾斜角度及び前記位置に対応する補正値を決定



する上記 （1 ) ~ ( 5 ) の いずれか 1 つ に記載 のデータ補正装置。

[001 5] ( 7 ) 光学 式の形状測定装置 によ りワー クを測定 して得 られ る所定領域 の

高 さデータを取得 する手順 （a ) と、前記手順 （a ) において高 さデータが

取得 された前記所定領域 の傾斜角度 を算 出する手順 （b ) と、前記形状測定

装置 によ り測定 され るワー ク上の小領域 の傾斜角度 と当該小領域 の高 さデ一

タを補正するための補正値 とを関連付 けた情報 を用いて、前記手順 （b ) に

おいて算 出された前記傾斜角度 に対応する補正値 を決定する手順 （c ) と、

前記手順 （c ) において決定 された前記補正値 を用いて、前記手順 （a ) に

おいて取得 された高 さデータを補正する手順 （d ) と、 をコンピュータ一に

実行 させ るデータ補正 プログラム。

[001 6] ( 8 ) 前 記情報 は、 関数 である上記 （7 ) に記載 のデータ補正 プログラム

[001 7] ( 9 ) 前 記情報 は、ル ックア ップテ一 プルである上記 （7 ) に記載 のデ一

タ補正 プログラム。

[001 8] ( 0 ) 前 記情報 は、形状 が既知である原器 を測定 して得 られ る上記 （7

) ~ ( 9 ) の いずれか 1 つ に記載 のデータ補正 プログラム。

[001 9] ( ) 前 記原器 は、球面原器である上記 （1 0 ) に記載 のデータ補正 プ

ログラム。

[0020] ( ) 前 記形状測定装置 にはエ リアセ ンサが備 え られ、前記所定領域 は

、前記エ リアセ ンサの撮像領域 の一部 の領域 であ り、前記補正値 は、前記撮

像領域 内における前記所定領域 の位置 とさ らに関連付 け られ、前記情報 は、

前記傾斜角度 と前記位置 と前記補正値 とを関連付 けた情報 であ り、前記手順

( c ) において、前記情報 を用いて、前記傾斜角度及び前記位置 に対応する

補正値 が決定 され る上記 （7 ) ~ ( 1 1 ) の いずれか 1 つ に記載 のデータ補

正 プログラム。

[0021 ] ( 1 3 ) 上記 （7 ) ~ ( 1 ) の いずれか 1 つ に記載 のデータ補正 プログ

ラムを記録 した コンピュータ一読み取 り可能な記録媒体。

発明の効果



[0022] 本発明によれば、ワークの測定対象領域が傾斜面であることに起因する高

さデータの誤差が傾斜角度に応じて補正されるため、ワークと顕微鏡対物レ

ンズとの相対的な傾きを変化させることなく、ヮ一ク形状を精度良く測定す

ることができる。

図面の簡単な説明

[0023] [ 図1]本発明の第 1実施形態に係る形状測定システムの概略構成を示す図であ

る。

[図2]図 1 に示される情報処理装置の概略構成を示すプロック図である。

[図3]情報処理装置により実行される高さデータ補正処理の手順を示すフロ一

チヤ一 卜である。

[ 図4] ワークの傾斜角度と反射光との関係を示す図である。

[図5]情報処理装置により実行される関数作成処理の手順を示すフロ一チヤ一

卜である。

[図6]傾斜角度を算出する処理を説明するための図である。

[図7]ルックアツプテ一プルの一例を示す図である。

[図8]本発明の第 2 実施形態に係る高さデータ補正処理の手順を示すフローチ

ャ一卜である。

発明を実施するための形態
[0024] 以下、図面を参照して、本発明の実施形態を説明する。なお、図面の寸法

比率は、説明の都合上、誇張されて実際の比率とは異なる場合がある。

[0025] < 第 1実施形態>

図 1は、本発明の第 1実施形態に係る形状測定システム 1の概略構成を示

す図である。

[0026] 図 1 に示されるように、本実施形態に係る形状測定システム 1は、形状測

定装置 1 0 及び情報処理装置 2 0 を備える。

[0027] 形状測定装置 1 0 は、白色光干渉を用いてワーク表面を測定する。形状測

定装置 1 0 は、顕微鏡本体部 1 1 に顕微鏡対物レンズ 1 2 が取り付けられて

構成される。顕微鏡対物レンズ 1 2 は、顕微鏡本体部 1 1から供給される白



色光をワーク表面に集光させ、 白色光干渉縞 を発生させる。 また、顕微鏡対

物 レンズ 1 2 は、 ピエゾ素子により光軸方向に移動される。顕微鏡本体部 1

1 の上部 にはエ リアセンサ 1 3 が備え られ、 ワーク表面に白色光を照射する

ことにより発生する白色光干渉縞 を撮像する。 ピエゾ素子により顕微鏡対物

レンズ 1 2 を移動させつつ、エ リアセンサ 1 3 により白色光干渉縞 を撮像 し

て得 られる複数の画像データは、情報処理装置 2 0 に送信 される。

[0028] 情報処理装置 2 0 は、形状測定装置 1 0 の動作を制御するとともに、形状

測定装置 1 0 か ら受信 した画像データを解析 して、エ リアセンサ 1 3 の撮像

領域 に含 まれる画素の高さデータを算出する。 また、情報処理装置 2 0 は、

データ補正装置 と して、後述する傾斜角度 と誤差 を補正するための補正値 と

を関連付けた情報 を用いて、撮像領域 に含 まれる画素の高さデータを補正す

る。

[0029] 図 2 は、情報処理装置 2 0 の概略構成 を示すプロック図である。情報処理

装置 2 0 は、 C P U ( C e n t r a l P r o c e s s i n g U n i t )

2 1 、 R O M ( R e a d O n l y M e m o y ) 2 2 R A M ( R a n

d o m A c c e s s M e m o r y ) 2 3 、 ノヽ 一 ドデ ィスク 2 4 、入力部

2 5 、表示部 2 6 、及び送受信部 2 7 を有する。 これ らの各部は、バス 2 8

を介 して相互に接続 されている。

[0030] C P U 2 1 は、形状測定装置 1 0 か ら受信 した画像データに対 して、種 々

の演算及び処理 を実行する。 C P U 2 1 は、解析部、取得部、算出部、決定

部及び補正部 と して機能する。

[0031 ] ここで、解析部は、形状測定装置 1 0 か ら受信 した画像データを解析 して

、画素の高さデータを算出する。取得部は、解析部 により算出された各画素

の高さデータを取得する。算出部は、取得部 により取得 された画素の高さデ

—夕に基づいて、画素の傾斜角度 を算出する。決定部は、ハー ドデ ィスク 2

4 に記憶 された情報 を用いて、算出部 により算出された傾斜角度 に対応する

補正値 を決定する。補正部は、決定部 により決定された補正値 を用いて、画

素の高さデータを補正する。なお、各部の具体的な処理内容については、後



述する。

[0032] R O M 2 2 は、各種プログラムや各種データを予め記憶する。 R A M 2 3

は、作業領域として、プログラムやデータを一時的に記憶する。

[0033] ハー ドディスク2 4 は、才ペ レ一ティングシステムを含む各種プログラム

や各種データを格納する。ハー ドディスク2 4 には、傾斜角度から補正値を

計算する関数が格納されている。

[0034] また、ハー ドディスク2 4 は、形状測定装置 1 0 から受信 した画像データ

を解析 して画素の高さデータを算出するための解析プログラム、画素の高さ

データを取得するための取得プログラム、画素の傾斜角度を算出するための

算出プログラム、傾斜角度に対応する補正値を決定するための決定プログラ

厶及び画素の高さデータを補正するための補正プログラムを格納する。

[0035] 入力部 2 5 は、たとえば、キーボー ド、タツチパネル、及びマウス等のポ

インティングデバイスであり、各種情報の入力に用いられる。表示部 2 6 は

、たとえば、液晶ディスプレイであり、各種情報を表示する。

[0036] 送受信部 2 7 は、たとえば、インタ一フェースであり、形状測定装置 1 0

からの画像データを受信する。また、送受信部 2 7 は、形状測定装置 1 0 の

動作を制御するための各種指令を出力する。

[0037] なお、形状測定装置 1 0 及び情報処理装置 2 0 は、上述 した構成要素以外

の構成要素を含んでいてもよく、あるいは、上述 した構成要素のうちの一部

が含まれていなくてもよい。

[0038] 以上のとおり構成される形状測定システム 1 では、形状測定装置 1 0 から

受信 した画像データが、情報処理装置 2 0 により解析され、画像データの各

画素の高さデータが算出される。そして、各画素の高さデータが傾斜角度に

応 じて補正される。以下、図 3 及び図4 を参照 して、本実施形態に係る情報

処理装置 2 0 の動作について説明する。

[0039] 図 3 は、情報処理装置 2 0 により実行される高さデータ補正処理の手順を

示すフローチヤ一 卜である。なお、図 3 のフローチヤ一 卜により示されるァ

ルゴリズムは、情報処理装置 2 0 のハー ドディスク2 4 にプログラムとして



記憶されており、 C P U 2 1 によって実行される。

[0040] S O では、形状測定装置 1 0 か ら受信 した画像データが解析され、各画

素の高さデータが算出される。具体的には、形状測定装置 1 0 か ら受信 した

複数の画像デ一タが解析され、 白色光干渉縞の ピ一ク強度位置が求め られる

ことにより、各画素の高さデータが算出される。たとえば、エ リアセンサの

撮像領域が 2 5 6 X 2 5 6 個の画素であるとき、全ての画素について高さデ

—夕が算出される。なお、画像データを解析 して、画素 ごとに高さデータを

算出する技術 自体は公知な技術であるため、詳細な説明は省略する。

[0041 ] S O 2 では、 S 0 1 において高さデータが算出された複数の画素の中か ら

1 つの画素が選択される。そ して、当該 1 つの画素及び当該 1 つの画素の周

辺画素を含む小領域の画素群が選択され、当該画素群の高さデータが取得さ

れる。たとえば、 2 5 6 X 2 5 6 個の画素の中か ら 1 つの画素が選択される

。そ して、当該 1 つの画素及び当該 1 つの画素の上下左右 4 つの画素を含む

小領域の画素群が選択され、当該画素群の高さデータが取得される。

[0042] S O 3 では、 S 0 2 において高さデータが取得された画素群の高さデータ

により、 S 0 2 において選択された 1 つの画素の傾斜角度が算出される。具

体的には、たとえば、画素群の高さデータを用いて画素のX 方向の傾斜角度

とY 方向の傾斜角度 とが算出される。なお、 X 方向及び Y 方向は、形状測定

装置 1 0 の光軸 （三軸）に垂直なステージの移動方向を示す。

[0043] S 0 4 では、ハー ドデ ィスク 2 4 に記憶されている関数を用いて、 S 0 3

において算出された傾斜角度に対応する補正値が決定される。

[0044] 補正値 f ( x t , y t ) を決定する関数は、画素のX 方向の傾斜角度を x t、 Y

方向の傾斜角度を y t としたとき、たとえば n 次の多項式関数を用いて、下記

( 1 ) 式のように表される。 ここで、 a りは傾斜補正の係数配列である。 （1

) 式の関数がハー ドデ ィスク 2 4 に記憶されている。下記 （1 ) 式の x tにX

方向の傾斜角度を、 y tにY 方向の傾斜角度をそれぞれ代入することにより、

補正値 f が決定される。

[0045]



[ 数 1]
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[0046] S O 5 では、 S 0 4 において決定された補正値 f を用いて、 S O 2 におい

て取得された画素の高さデータが補正される。具体的には、高さデータか ら

補正値が加算または減算される。

[0047] S O 6 では、すべての画素の高さデータの補正が終 了 したか否かが判断さ

れる。具体的には、たとえば、エ リアセンサ 1 3 に含まれる 2 5 6 X 2 5 6

個の画素の高さデータが、すべて補正されたか否かが判断される。

[0048] すべての画素の高さデータの補正が終 了 していないと判断される場合 （S

0 6 ：N O ) 、 S O 2 の処理に戻る。そ して、エ リアセンサ 1 3 のすベての

画素の高さデータが補正されるまで、 S 0 2 以下の処理が繰 り返される。

[0049] —方、 S O 6 において、すべての画素の高さデータの補正が終 了 したと判

断される場合 （S O 6 ：Y E S ) 、処理が終 了される。

[0050] 以上のとおり、図 3 に示されるフローチヤ一 卜の処理によれば、エ リアセ

ンサ 1 3 の撮像領域に含まれる画素の高さデータが、傾斜角度に基づいて補

正される。

[0051 ] 次 に、図 4 を参照 して、データ補正処理の効果について説明する。図 4 は

、 ワークWの傾斜角度 と反射光 との関係を示す図である。

[0052] 図 4 ( A ) に示されるように、 ワーク表面に対 して光軸 S が垂直のとき、

顕微鏡対物 レンズ 1 2 により集光されワーク表面で反射される白色光 L に

ついては、すべての反射光が顕微鏡対物 レンズ 1 2 に戻る。

[0053] —方、図 4 ( B ) 及び （C ) に示されるように、 ワーク表面が光軸 S の垂

直方向に対 して傾斜 しているとき、顕微鏡対物 レンズ 1 2 により集光されヮ

—ク表面で反射される白色光 L 2 ， L 3 については、一部の反射光は顕微鏡

対物 レンズ 1 2 に戻 らず、 これに起因する高さデータの測定誤差が生 じる。

なお、 ワーク表面の傾斜角度が大きいほど、測定誤差は大きくなる。

[0054] 本実施形態のデータ補正処理によれば、各画素に対応するワークWの傾斜



角度に応 じて各画素の高さデータが補正されるため、 ワークw の測定対象領

域が傾斜面であつても、 ワーク形状を精度良 く測定することができる。

[0055] また、本実施形態の形状測定システム 1 によれば、 ワークW と顕微鏡対物

レンズ 1 2 との相対的な傾 きを変化させることな く、 ワーク形状を精度良 く

測定することができる。

[0056] 以上のとおり、ハー ドデ ィスク 2 4 に記憶された関数を用いて、 ワークW

の高さデータを補正する処理について述べた。以下では、関数を作成する処

理について説明する。

[0057] 図 5 は、情報処理装置 2 0 により実行される関数作成処理の手順を示すフ

口一チヤ一 卜である。なお、図 5 のフローチヤ一 卜により示されるアルゴリ

ズ厶は、情報処理装置 2 0 のハ一 ドデ ィスク 2 4 にプログラムとして記憶さ

れており、 C P U 2 1 によって実行される。

[0058] 関数の作成に先立 って、形状が既知である球面原器が用意され、形状測定

装置 1 0 により球面原器の複数の領域が測定される。

[0059] S 1 では、形状測定装置 1 0 により球面原器を測定 して得 られた複数の

画像デ一タが解析され、球面原器の複数の領域の高さデ一タが算出される。

[0060] S 1 2 では、 S 1 1 において算出された複数の領域の高さデータについて

、当該高さデータと球面原器の実際の高さデータとの差分が算出され、高さ

データの補正値が画素 ごとに算出される。 ここで、実際の高さデータは、球

面原器の半径及び測定位置か ら幾何学的に算出される。

[0061 ] S 1 3 では、 S 1 2 において補正値が算出された各画素について、当該画

素に対応する領域の傾斜角度が、球面原器の半径及び測定位置か ら幾何学的

に算出される。具体的には、球面原器 B の接平面 P の法線ベク トル V を算出

することにより、傾斜角度が算出される （図 6 参照）。なお、本実施形態 と

は異な り、傾斜角度は、図 3 の S O 3 と同様に、周辺画素の高さデータを用

いて算出されてもよい。 この場合、高周波除去フィルタや微分処理が用いら

れてもよい。

[0062] S 4 では、 S 2 及び S 3 において算出された補正値及び傾斜角度に



基づいて、補正値が傾斜角度の関数として定義される。たとえば、 n次の多

項式近似が行われ、上述 した （1 ) 式に示される係数配列 a i j が算出され

る。なお、 （1 ) 式では n 次の多項式が記載されているが、関数として、 Z

e r n i k e 多項式が用いられてもよい。

[0063] S 5 では、 S 4 において算出された関数がハ一 ドディスク2 4 に記憶

される。

[0064] 以上のとおり、本実施形態によれば、球面原器を測定することにより、傾

斜角度から補正値を算出する関数が作成される。

[0065] < 変形例>

なお、上述 した実施形態では、傾斜角度から補正値を計算する関数を用い

て、各画素の傾斜角度に対応する補正値が決定された。 しかしながら、ルツ

クアツプテ一プルを用いて、各画素の傾斜角度に対応する補正値が決定され

てもよい。

[0066] 図 7 は、ルックアップテ一プル 1 0 0 の一例を示す図である。ルックアツ

プテ一プル 1 0 0 は、図 7 に示されるように、画素のX 方向及びY 方向の傾

斜角度と補正値とを対応付ける情報である。たとえば、図3 のS O 3 におい

て算出された傾斜角度がX 方向に対 して3 1 ° 、 Y 方向に対 して3 0 ° であ

るとき、ルックアップテ一プル 1 0 0 から補正値は6 n mと決定される。な

お、対応する傾斜角度がルツクアツプテ一プル 1 0 0 に存在 しない場合は、

内挿により補正値が決定され得る。内挿は、たとえば、数値 N 1 と数値 N 2

との間が直線的であるとして、数値 N と数値 N 2 との間の数値を算出する

線形補間である。

[0067] < 第 2 実施形態>

次に、図 8 を参照 して、本発明の第 2 実施形態について説明する。本実施

形態は、各画素の高さデータを補正する補正値に、エリアセンサ 1 3 の撮像

領域内における画素の位置がさらに関連付けられている実施形態である。

[0068] 図 8 は、本実施形態に係る高さデータ補正処理の手順を示すフロ一チヤ一

卜である。 S 2 1 ~ S 2 3 は、図3 のS 0 1 ~ S 0 3 と同様であるため説明



を省略する。

[0069] S 2 4 では、ハー ドディスク2 4 に記憶されている傾斜角度と画素の位置

と補正値とを関連付けた関数を用いて、 S 2 3 において算出された傾斜角度

及び画素の位置に対応する補正値が決定される。

[0070] 補正値 g ( x t， y t， χ ρ， y p) を決定する関数は、画素のX 方向の傾斜角

度を x t、 Y 方向の傾斜角度を y t、画素のX 座標を χ ρ、画素のΥ 座標を y pと

したとき、たとえば、 n 次の多項式関数を用いて、下記 （2 ) 式のように表

せる。ここで、 b ijkLは傾斜及び位置補正の多項式の係数配列である。 （2 )

式の関数がハー ドディスク2 4 に記憶されている。下記 （2 ) 式の x tにX 方

向の傾斜角度を、 y tにY 方向の傾斜角度を、 χ ρに画素のX 座標を、 y pに画素

のY 座標をそれぞれ代入することにより、補正値 g が決定される。なお、下

記 （2 ) 式は、 （1 ) 式と同様に、球面原器を測定して算出される。

[0071 ] [数2]
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[0072] S 2 5 及び S 2 6 は、図 3 のS 0 5 及び S 0 6 と同様であるため説明を省

略する。

[0073] 以上のとおり、本実施形態によれば、ワークWの測定対象領域が傾斜面で

あることに起因する誤差に加え、エリアセンサ 1 3 の測定領域内における画

素の位置に起因する誤差も補正することができる。画素の位置に起因する誤

差は、傾斜角度が大きいほど顕著になり、同じ傾斜角度であっても、エリア

センサ 1 3 の中央部に位置する画素の補正値とエリアセンサ 1 3 の角部に位

置する画素の補正値とが異なる場合がある。本実施形態によれば、ワークW

の傾斜角度が大きい場合であつても、ワーク形状を精度良く測定することが

できる。

[0074] なお、第 1実施形態の変形例と同様に、ルックァップテ一プルにより、傾

斜角度と画素の位置と補正値とが関連付けられていてもよい。

[0075] 本発明は、上述 した実施形態のみに限定されるものではなく、特許請求の



範囲内において、種々改変することができる。

[0076] たとえば、上述 した第 1及び第 2 実施形態では、エリアセンサ 1 3 の撮像

領域に含まれる画素の高さデータが 1 つの画素ごとに補正された。 しか しな

がら、エリアセンサ 1 3 の撮像領域 （たとえば 2 5 6 X 2 5 6 個の画素）が

複数のプロック （たとえば 8 X 8 = 6 4 プロック）に分割され （たとえば 1

プロックは3 2 X 3 2 個の画素）、プロック単位で高さデータが補正されて

もよい。この場合、データ処理速度が向上する効果が挙げられる。

[0077] また、上述 した第 1及び第 2 実施形態では、各画素におけるワークWの傾

斜角度は、画素の高さデータに基づいて算出された。 しか しながら、ワーク

Wの所定領域の傾斜角度は、ワークのC A Dデータを用いて算出されてもよ

し、。さらには、測定対象領域が設計式で表現される場合、当該設計式が用い

られてもよし、。

[0078] また、上述 した第 1及び第 2 実施形態では、球面原器が用いられていた。

しか しながら、原器には、形状が既知である凹凸面や傾斜角が既知の傾斜面

を有する原器が用いられてもよい。

[0079] また、上述 した第 1及び第 2 実施形態では、ハー ドディスク2 4 に記憶さ

れたプログラムをC P U が実行することによって、高さデータが補正さ

れた。 しか しながら、高さデータを補正する処理は F P G A ( F i e l d

P r o g r a m m a b l e G a t e A r r a y ) 等のハー ドウェア回路

によって実行されてもよい。この場合、並列処理により複数の画素の高さデ

—夕が同時に補正される。

[0080] また、上述 した第 1及び第 2 実施形態に係る形状測定システム 1 における

各種処理を行う手段および方法は、専用のハ 一 ドウエア回路、またはプログ

ラムされたコンピュータ一のいずれによっても実現することが可能である。

上記プログラムは、たとえば、フレキシブルディスクおよびC D _ R O M等

のコンピュータ一読み取り可能な記録媒体によって提供されてもよいし、ィ

ンタ一ネッ卜等のネッ卜ワークを介 してオンラインで提供されてもよい。こ

の場合、コンピュータ一読み取り可能な記録媒体に記録されたプログラムは



、通常、ハー ドデ ィスク等の記憶部 に転送 され記憶 される。 また、上記 プロ

グラムは、単独のアプ リケーシ ョンソフ トと して提供 されてもよい し、形状

測定システム 1 の一機能 と してその装置のソフ トウエアに組み込 まれてもよ

い。

符号の説明

形状測定シ ステ ム、

1 0 形状測定装置、

1 1 顕微鏡本体部、

1 2 顕微鏡対物 レンズ、

1 3 エ リァセ ンサ、

2 0 情報処理装置、

2 1 C P U

2 2 O M

2 3 A M

2 4 ハ一 ドデ ィスク、

2 5 入力部、

2 6 表示部、

2 7 送受信部、

2 8 バ ス、

1 0 〇' リレック アップテ -

W ワー ク



請求の範囲

[ 請求項 1] 光学式の形状測定装置 によ り測定されるワーク上の小領域の傾斜角

度 と当該小領域の高さデータを補正するための補正値 とを関連付 けた

情報 を記憶 している記憶部 と、

前記形状測定装置 によ りワークを測定 して得 られる所定領域の高さ

データを取得する取得部 と、

前記取得部 によ り高さデータが取得 された前記所定領域の傾斜角度

を算出する算出部 と、

前記記憶部 に記憶 されている前記情報 を用いて、前記算出部 によ り

算出された前記傾斜角度 に対応する補正値 を決定する決定部 と、

前記決定部 によ り決定された前記補正値 を用いて、前記取得部 によ

り取得 された高さデータを補正する補正部 と、

を有するデータ補正装置。

[ 請求項 2 ] 前記情報 は、関数である請求項 1 に記載のデータ補正装置。

[ 請求項 3 ] 前記情報 は、ル ックァップテ一プルである請求項 1 に記載のデータ

補正装置。

[ 請求項 4 ] 前記情報 は、形状が既知である原器 を測定 して得 られる請求項 1 〜

3 のいずれか 1 項 に記載のデータ補正装置。

[ 請求項 5 ] 前記原器は、球面原器である請求項 4 に記載のデータ補正装置。

[ 請求項 6 ] 前記形状測定装置 にはエ リァセ ンサが備 え られ、前記所定領域 は、

前記ェ リァセ ンサの撮像領域の一部の領域であ り、

前記補正値 は、前記撮像領域 内における前記所定領域の位置 とさ ら

に関連付 け られ、

前記情報 は、前記傾斜角度 と前記位置 と前記補正値 とを関連付 けた

情報であ り、

前記決定部 は、前記情報 を用いて、前記傾斜角度及び前記位置 に対

応する補正値 を決定する請求項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記載のデータ

補正装置。



[ 請求項7] 光学式の形状測定装置 によ りワークを測定 して得 られる所定領域の

高さデータを取得する手順 （a ) と、

前記手順 （a ) において高さデータが取得 された前記所定領域の傾

斜角度 を算出する手順 （b ) と、

前記形状測定装置 によ り測定されるワーク上の小領域の傾斜角度 と

当該小領域の高さデータを補正するための補正値 とを関連付 けた情報

を用いて、前記手順 （b ) において算出された前記傾斜角度 に対応す

る補正値 を決定する手順 （c ) と、

前記手順 （c ) において決定された前記補正値 を用いて、前記手順

( a ) において取得 された高さデータを補正する手順 （d ) と、

をコンピュータ一に実行 させるデータ補正 プログラム。

[ 請求項8] 前記情報 は、関数である請求項 7 に記載のデータ補正 プログラム。

[ 請求項 9] 前記情報 は、ル ツクアツプテ一プルである請求項 7 に記載のデータ

補正 プログラム。

[ 請求項 10] 前記情報 は、形状が既知である原器 を測定 して得 られる請求項 7 ~

9 のいずれか 1 項 に記載のデータ補正 プログラム。

[ 請求項 11] 前記原器は、球面原器である請求項 1 0 に記載のデータ補正 プログ

ラム。

[ 請求項 12] 前記形状測定装置 にはエ リァセ ンサが備 え られ、前記所定領域 は、

前記ェ リァセ ンサの撮像領域の一部の領域であ り、

前記補正値 は、前記撮像領域 内における前記所定領域の位置 とさ ら

に関連付 け られ、

前記情報 は、前記傾斜角度 と前記位置 と前記補正値 とを関連付 けた

情報であ り、

前記手順 （c ) において、前記情報 を用いて、前記傾斜角度及び前

記位置 に対応する補正値が決定される請求項 7 ~ のいずれか 1 項

に記載のデータ補正 プログラム。

[ 請求項 13] 請求項 7 ~ 1 2 のいずれか 1 項 に記載のデータ補正 プログラムを記



録 したコンピュータ一読み取 り可能な記録媒体。
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